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１ 調査目的 

  この調査は，本市の介護サービス事業所の介護人材の雇用状況等を調査することにより，今後，水戸市が

介護人材の確保のための環境整備に係る施策を推進するための基礎資料とすることを目的とする。 

 

２ 調査対象及び件数 

  市内介護サービス事業所等（特定福祉用具購入・販売事業所を除く。） 

482 事業所 

 

３ 調査内容 

  事業所の介護人材の確保に関する設問 13 問 

「令和４年度 水戸市介護人材の確保に関する事業所実態調査票」（15 ページ以降参照）のとおり。 

 

４ 調査基準日 

  令和４年８月１日（月） 

 

５ 調査期間 

  令和４年８月８日（月）から令和４年８月 26 日（金） 

 

６ 調査票の回収状況 

  回収事業所 267 事業所 ／ 対象事業所 482 事業所 （回収率 55.4％） 

  

調査概要 
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問１ 貴事業所(あなたが従事する事業所のこと。以下同じ。）が提供するサービスは，次のうち，どのサービスで

すか。（回答は１つのみ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事業所が提供するサービスの種類 

居宅系

サービス

56.2%

居宅介護

支援

21.3%

入居系

サービス

9.0%

施設

サービス

13.5%

38 14.2%
35 13.1%
31 11.7%
19 7.1%
8 3.0%
5 2.0%
4 1.5%
3 1.1%
2 0.7%
2 0.7%
2 0.7%
1 0.4%
0 0.0%

57 21.3%
17 6.4%
7 2.7%

22 8.2%
14 5.2%

267 100.0%

サービス種類 件数 構成割合

訪問介護

地域密着型通所介護

通所介護

訪問看護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

看護小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

訪問入浴介護

居
宅
系

サ
ー

ビ
ス

　居宅介護支援

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

施設
サービス

入居系

サービス

短期入所者生活介護（介護老人福祉施設が提供するものを除く）

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設（短期入所及び地域密着サービスを含む）

介護老人保健施設（短期入所を含む）

合計
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問２ 貴事業所が所在する日常生活圏域は，次のどの圏域ですか。（カッコ内に各日常生活圏域に該当する中

学校区を表示しています。）（回答は１つのみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

西部

（赤塚中）

21.7%

南部第二

（緑岡中，見川中，笠原

中）

21.0%

北部

（飯富中，国田中，五

中，石川中）

16.1%

東部

（三中，千波中）

14.6%

中央

（一中，二中）

9.4%

南部第一

（四中）

8.2%

内原

（内原中）

4.9%

常澄

（常澄中）

4.1%

事業所が所在する日常生活圏域 

【コメント】 

本市では，高齢者が住み慣れた地域で可能な限り自立し，健やかに安心して生活できるための基

盤として，中学校区をもとに，市内に８つの「日常生活圏域」を設定しています。また，日常生活圏域ご

とに高齢者の相談窓口である高齢者支援センター（地域包括支援センター）を設置しています。 

61 20.4%
51 17.1%
49 16.4%
39 13.0%
34 11.4%
34 11.4%
18 6.0%
13 4.3%

299 100.0%

　　常澄（常澄中）

合計

　　中央（一中，二中）

　　内原（内原中）

　　東部（三中，千波中）

　　西部（赤塚中）

　　南部第二（緑岡中，見川中，笠原中）

　　南部第一（四中）

　　北部（飯富中，五中，石川中，国田中）

日常生活圏域（中学校区） 件数 構成割合
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問３ 貴事業所にて従事する方（事務職員・介護助手を含む。）は男女それぞれ何人ですか。なお，１カ月以上

の療休，育休・産休，介護休暇等のため，実際に従事していない方及びボランティアの人数は含めないでく

ださい。（問３，４，５ごとの合計人数は一致させてください。）（８月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員の性別等 

【コメント】 

 職員の男女比では，女性が全体の約４分の３を占めています。また，正職員は，全体の約６割となっ

ていますが，男性の約８割が正規職員であるのに対して，女性の正規職員は６割程度で，さらに，非

正規職員の割合が約４割と，男性のほぼ２倍となっています。 

正規職員

78.3%

非正規

職員

20.1%

派遣職員

1.6% 男性

正規職員

58.2%

非正規

職員

40.3%

派遣職員

1.5% 女性

正規職員

63.6%

非正規

職員

34.9%

派遣職員

1.5% 全体

男性

27.0%

女性

73.0%

男女比

正規職員 非正規職員 派遣職員 計

　男性 1,054 271 20 1,345
　女性 2,112 1,465 54 3,631

合計 3,166 1,736 74 4,976
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問４ 貴事業所にて従事する方（事務職員・介護助手を含む。）は，男女それぞれいずれの年齢層にありますか。

なお，１カ月以上の療休，産休・育休，介護休暇等のため，実際に従事していない方及びボランティアの人

数は含めないでください。（問３，４，５ごとの合計人数は一致させてください。）（８月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コメント】 

 全体で見ると，40 歳台が最も多くなっていますが，各年齢層で概ね均衡した構成となっています。ま

た，60 歳以上が占める割合は，２割を超えています。 

 次に，男女別で見ると，男性が 40 歳未満の比較的若い年齢層の割合が高く，女性は男性よりも高年

齢層の割合が高くなっています。 

　男性 5 185 372 383 178 144 74 1,341
　女性 16 381 606 850 853 678 251 3,635

合計 21 566 978 1,233 1,031 822 325 4,976

40歳以上

50歳未満

50歳以上

60歳未満

60歳以上

70歳未満
70歳以上 合計20歳未満

20歳以上

30歳未満

30歳以上

40歳未満

職員の年齢層等 

20歳未満

0.4%

20歳以上

30歳未満

11.4%

30歳以上

40歳未満

19.7%

40歳以上

50歳未満

24.8%

50歳以上

60歳未満

20.7%

60歳以上

70歳未満

16.5%

70歳以上

6.5% 全体

20歳未満

0.4%

20歳以上

30歳未満

13.8%

30歳以上

40歳未満

27.7%

40歳以上

50歳未満

28.6%

50歳以上

60歳未満

13.3%

60歳以上

70歳未満

10.7%

70歳以上

5.5% 男性
20歳未満

0.4%

20歳以上

30歳未満

10.5%
30歳以上

40歳未満

16.7%

40歳以上

50歳未満

23.4%

50歳以上

60歳未満

23.5%

60歳以上

70歳未満

18.7%

70歳以上

6.9% 女性
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問５ 貴事業所にて従事する専門職（事務職員・介護助手を含む。）はそれぞれ何人ですか。なお，１か月以上

の療休，産休・育休，介護休暇等のため，実際に従事していない方及びボランティアの人数は，含めないで

ください。（複数の専門職をお持ちの方は，雇用の際，最も求められている資格をお選びください。）（問３，４，

５ごとの合計人数は一致させてください。）（８月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護職

63.6%医療職

13.4%

介護支援

専門員

5.8%

事務職

4.6%

リハビリ職

4.7%

その他

7.8%

職員の種類 

【コメント】 

 介護職の占める割合が63.6％と最も高くなっています。次点で高いのが医療職の13.4％であり，その

他の職は比較的同じ程度の割合となっています。 

人数 構成割合

3,156 63.6%
667 13.4%
289 5.8%
230 4.6%
235 4.7%
386 7.8%

4,963 100.0%

　その他（社会福祉主事，管理栄養士，あん摩マッサージ師，運転手等）

　リハビリ職（理学療法士，作業療法士，言語聴覚士）

合計

　介護支援専門員

　事務職

　医療職（医師，看護師，准看護師，歯科医師，保健師）

職種

　介護職
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問６ 貴事業所では，現在，職員の募集をしていますか。（募集人数１人当たり，必ず１つの最も求められる資格

をお選びください。（８月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員の募集状況 

【コメント】 

 介護職の占める割合が 69.5％と，最も高くなっています。また，募集に関しては，事務職の割合は，

0.8％とほかの職種に比べて低くなっています。 

介護職

69.5%

医療職

13.7%

介護支援

専門員

7.7%

事務職

0.8%

リハビリ職

5.2%

その他

3.1%

事業所数 構成割合

172 64.4%
95 35.6%

267 100.0%　合計

　募集をしている

　募集をしていない

360 69.5%
71 13.7%
40 7.7%
4 0.8%

27 5.2%
16 3.1%

518 100.0%合計

　リハビリ職（理学療法士，作業療法士，言語聴覚士）

　事務職

　その他（社会福祉主事，管理栄養士，あん摩マッサージ師，運転手等）

　医療職（医師，看護師，准看護師，歯科医師，保健師）

　介護支援専門員

職種 人数 構成割合

　介護職
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問７ 貴事業所では，昨年度（令和３年４月１日～令和４年３月 31 日）に離職（定年退職を含む。）した職員は何

人いましたか。同じく，新たに雇用（新規採用のみで，社内異動による補充を含まない。）した職員は何人い

ましたか。（複数の資格をお持ちの方は，最も求められる資格をお選びください。また，派遣社員の人数は

含めないでください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員の離職及び雇用の状況 

充足率＝雇用数/離職数 

充足率 100％は離職した人数と雇用した人数が同数 

【コメント】 

 令和３年度においては，離職した者に対する雇用した者の割合（雇用/離職）を比べると，全体で

98.4％の不足となっており，介護支援専門員は 76.5％と特に低くなっています。反対に，事務職は

172.7％，医療職は 124.7％とほかの職種よりも高い割合を示しています。 

事業所数 構成割合

177 66.3%
90 33.7%

267 100.0%

　離職及び雇用した職員はいなかった

　合計

　離職及び雇用した職員がいる

98.4%

102.2%

105.9%

172.7%

76.5%

124.7%

92.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180% 200%

全体

その他

リハビリ職

事務職

介護支援専門員

医療職

介護職

充足率

476 440 92.4%
93 116 124.7%
34 26 76.5%
11 19 172.7%
17 18 105.9%
46 47 102.2%

677 666 98.4%合計

　リハビリ職（理学療法士，作業療法士，言語聴覚士）

　事務職

　その他（社会福祉主事，管理栄養士，あん摩マッサージ師，運転手等）

　医療職（医師，看護師，准看護師，歯科医師，保健師）

　介護支援専門員

職種
離職

（A）

　介護職

雇用

（B）

充足率

（B/A）



 

- 9 - 

 

 

 

問８ 貴事業所において，昨年度に離職した職員の，離職理由は主に何でしたか。（回答はあてはまるもの全

て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

職員の離職理由 

【コメント】 

 グラフは，項目ごとに回答のあった事業所の割合を示しています。 

職員の離職理由は「本人の健康上の問題」「職場内における人間関係」が多くなっていますが，「スキ

ルアップのための転職」というポジティブな場合も，多くなっています。 

※回答率（％）＝回答件数/事業所数 

38.6%
8.6%

6.7%
1.5%
2.2%
3.0%
3.4%

5.2%
6.0%

7.5%
8.6%

10.5%
11.2%
12.0%

15.0%
19.9%

24.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

離職者はいなかった

不明

その他

労働時間・休暇に対する不満

利用者との人間関係

出産・育児のため

新型コロナウイルス感染症のため

賃金に対する不満

結婚のため

就職前のイメージとの差異

利用者との人間関係

年齢を原因とした退職

本人都合による転居のため

親族等の介護のため

スキルアップのための転職

職場内における人間関係

本人の健康上の問題

職員の離職理由

件数 回答率

66 24.7%
53 19.9%
40 15.0%
32 12.0%
28 10.5%
23 8.6%
20 7.5%
18 6.7%
16 6.0%
14 5.2%
9 3.4%
8 3.0%
6 2.2%
4 1.5%

18 6.7%
23 8.6%

103 38.6%　離職者はいなかった

労働時間・休暇に対する不満

就職前のイメージとの差異

利用者との人間関係

本人都合による転居のため

スキルアップのための転職

職場内における人間関係

本人の健康上の問題

その他

不明

離職理由

親族等の介護のため

年齢を原因とした退職

結婚のため

利用者との人間関係

新型コロナウイルス感染症のため

出産・育児のため

賃金に対する不満

267
0未回答事業所

回答事業所
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問９ 貴事業所では，介護人材が不足していると感じますか。（回答は１つのみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護人材に対する不足感 

【コメント】 

 全体で 73.8％の事業所が介護人材に対する不足感を訴えています。「不足していないと感じる」「どち

らかというと不足していないと感じる」とする事業所は 24.4％となっており，多くの事業所で人材不足を

感じています。 

不足している

と感じる

39.7%

どちらかというと

不足していると感じ

る

34.1%

どちらかというと

不足していないと

感じる

10.5%

不足していない

と感じる

13.9%

分からない

1.9%

件数 構成割合

106 39.6%
91 34.1%
28 10.5%
37 13.9%
5 1.9%
0 0.0%

267 100.0%

　どちらかというと不足していないと感じる

選択肢

　不足していると感じる

　どちらかというと不足していると感じる

　不足していないと感じる

　分からない

　未回答
合計
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問 10 貴事業所では，介護人材の不足により生じている問題はありますか。（回答は当てはまるもの３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【コメント】 

 「職員の高齢化」が最も多い 46.4％となっています。また，「職場のリーダーとなる人材が育たない」

「職員の精神的負担（ストレス）が増えている」と回答した事業所がともに 30％を超えています。 

「介護人材の不足による問題はない」とする事業所は 15.7％となっています。 

介護人材の不足により生じる問題 

※回答率（％）＝回答件数/事業所数 

267
0未回答事業所

回答事業所

15.7%

4.5%

9.4%

9.4%

9.7%

12.0%

17.6%

18.4%

33.3%

37.8%

46.4%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

介護人材の不足は生じていない。

その他

職員が有給休暇などの休暇が取りにくい。

介護サービスの質の低下

配慮した勤務シフトが組みにくい。

サービスを提供できない場合がある

若い担い手が定着しない。

職員が残業しなければならない。

職員の精神的負担（ストレス）が増えている。

職場のリーダーとなる人材が育たない。

職員の高齢化

介護人材の不足により生じる問題

件数 回答率

124 46.4%
101 37.8%
89 33.3%
49 18.4%
47 17.6%

26 9.7%
25 9.4%
25 9.4%
12 4.5%
42 15.7%

　職員が有給休暇などの休暇が取りにくい。

　利用者（またはケアマネジャー）からのサービス依頼に対して，職員不
足からサービスを提供できない場合がある

32 12.0%

　職員の精神的負担（ストレス）が増えている。

　職員の家庭生活に配慮した勤務シフトが組みにくい。

　職員が残業しなければならない。

　若い担い手が定着しない。

　職員の高齢化

選択肢

　その他

　介護サービスの質の低下

　職場のリーダーとなる人材が育たない。

　介護人材の不足は生じていない。
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問 11 貴事業所では，介護職員の確保のために特に取り組んでいることはありますか。（回答は当てはまるもの

を全て） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※回答率（％）＝回答件数/事業所数 

事業所における介護職員の確保策 

【コメント】 

 「職員の家庭環境に応じた労働時間，休暇等への配慮」が最も多い 70％となり，「職員の賃金改善」

「資格取得のための金銭的支援，労働時間・休暇への配慮等」がいずれも半数を超える回答となって

います。 

267
0

回答事業所

未回答事業所

7.5%

7.9%

11.6%

13.1%

13.1%

19.1%

20.6%

28.5%

29.6%

36.3%

38.6%

58.8%

59.9%

70.0%

0% 20% 40% 60% 80%

その他

職員用の保育施設の確保

介護ロボットの導入

介護専門職に係る養成機関・学校との連携

外国人労働者の活用

就職説明会等のセミナーへの参加

職員のレクリエーション（親睦会など）への支援

介護職員確保のための就労仲介業者の活用

有料広告媒体の活用

職場環境の改善

公共機関による各種補助事業の活用

資格取得のための金銭的支援・労働時間・休暇への配慮等

職員の賃金改善

職員の家庭環境に応じた労働時間，休暇等への配慮

事業所における介護職員の確保策

件数 回答率

187 70.0%
160 59.9%
157 58.8%
103 38.6%
97 36.3%
79 29.6%
76 28.5%
55 20.6%
51 19.1%
35 13.1%
35 13.1%
31 11.6%
21 7.9%
20 7.5%

　介護専門職に係る養成機関・学校との連携

　職員のレクリエーション（親睦会など）への支援

　就職説明会等のセミナーへの参加

　介護職員確保のための就労仲介業者の活用

　職場環境の改善

選択肢

　職員の家庭環境に応じた労働時間，休暇等への配慮

　職員の資格取得のための金銭的支援及び労働時間・休暇への配慮等

　公共機関による介護人材の確保のための各種補助事業の活用

　有料広告媒体の活用

　職員の賃金改善

　外国人労働者の活用

　介護ロボットの導入

　職員用の保育施設の確保

　その他
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問 12 今後，水戸市主催の研修会等で，取り上げてほしいテーマはありますか。（回答は当てはまるもの３つま

で） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

研修会等で取り上げてほしいテーマ 

【コメント】 

 「介護保険制度の改正及び報酬改訂等について」「職員のモチベーション向上について」「新型コロナ

ウイルス感染症やインフルエンザなどの感染症対策について」と回答した事業所がともに 30％を超え

ています。 

7.9%

4.9%

3.0%

3.4%

10.9%

15.4%

17.2%

20.2%

26.2%

28.8%

33.7%

34.8%

34.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

特になし

その他

食中毒対策などの衛生管理について

口腔衛生について

機能訓練について

事業所内での事故予防について

虐待防止について

ハラスメント対策について

台風・地震等の災害時の対応・防災について

職員のメンタルヘルスについて

感染症対策について

職員のモチベーション向上について

介護保険制度の改正及び報酬改訂等について

研修会で取り上げてほしいテーマ

件数 回答率

93 34.8%
93 34.8%
90 33.7%
77 28.8%
70 26.2%
54 20.2%
46 17.2%
41 15.4%
29 10.9%
9 3.4%
8 3.0%

13 4.9%
21 7.9%

選択肢

　その他

　特になし

　職員のモチベーション向上について

　介護保険制度の改正及び報酬改訂等について

　新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどの感染症対策について

　職員のメンタルヘルス（精神面の健康の維持）について

　台風・地震等の災害時の対応・防災について

　ハラスメント対策について

　虐待防止について

　事業所内での事故予防について

　機能訓練について

　口腔衛生について

　食中毒対策などの衛生管理について
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回答事業所

未回答事業所
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問 13 あなたは現在の職場を，就労先として親しい友人や家族にお勧めしたいと思いますか。0～10 の段階で

当てはまる数字をお選びください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護職員処遇改善加算の取得状況 職場の就労先としてのおすすめ度 

【コメント】 

 「６」以上を選択した事業所が全体の 72.4％を占め，おすすめしたいと思う事業所の割合が高くなって

います。 

全く思わない どちらでもない 非常に思う

　 ０ 　 １ 　 ２ 　 ３ 　 ４ 　 ５ 　 ６ 　 ７ 　 ８ 　 ９ 　１０

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

件数 4 0 4 11 5 49 20 53 50 26 43
構成割合 1.5% 0.0% 1.5% 4.2% 1.9% 18.5% 7.5% 20.0% 18.9% 9.8% 16.2%
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回答事業所

未回答事業所


